　競技大会等促進支援事業奨励金　募集要項
１　助成の目的
　　この競技大会等促進支援事業奨励金（以下「奨励金」という。）は、団体等が行う技能競技大会及びコンクール（以下「大会等」という。）に対して奨励金を支給することにより、中小企業等の技能者の技能向上と技能継承の強化を図ることを目的とする。
２　申請要件

　　次のすべての要件を満たすこと。

（1） 次の①～③のいずれかに該当すること。
①東京都職業能力開発協会と協定書を取り交わした技能検定を実施する協力団体（大
企業の場合並びに単一企業での構成の場合は除く）。

②職業能力開発促進法第２４条第1項に基づき知事が認定した職業訓練を実施す
る団体及び事業所（大企業の場合並びに単一企業での構成の場合は除く）。
③東京都が認める技能者の社会的地位向上や技能向上を目的とする団体。

（2） 都内に事務局又は主たる支所があること。

（3） 都税の未納付がないこと。

· 納付義務があるにもかかわらず、法人事業税及び法人都民税の未納付がないこと。

（4） 過去５年間に重大な法令違反等がないこと。
· 法令違反により罰則を受けた場合や脱税により重加算税が課された場合など、法令違反等があった団体等は申請できない。

（5） 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「条例」という。）に該当しないこと。
（6） 代表者、役員又は事務職員若しくは構成員に暴力団員等（条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者がいないこと。

３　奨励対象の事業
　　次のすべての要件を満たす大会等であること。

（１）都内で実施された大会等であること。技能五輪全国大会の予選会も含む。
（２）大会等の参加者が５人以上いること。

（３）団体等の事業に必要な技能を競うための大会等であること。

（４）都の技能振興に資する大会等であること。

４　奨励金額（定額）
（１）参加者５人から１０人までは、１３３，０００円（技能競技大会１日実施）。

（２）参加者１１人から２０人までは、１８１，０００円（技能競技大会１日実施）。

（３）参加者２１人から３０人までは、２３０，０００円（技能競技大会１日実施）。
（４）参加者３１人から５０人までは、２６６，０００円（技能競技大会１日実施）。

（５）参加者５１人から８０人までは、３１４，０００円（技能競技大会１日実施）。

（６）参加者８１人以上は、３６２，０００円（技能競技大会１日実施）。

　　　なお、大会等は、基本として事前準備1日と競技大会1日とする。大会等を２日間実施した場合には、追加の1日実施分として奨励金の半額を加算する。ただし、予算の範囲を超えた場合は、支給できないことがある。

５　奨励限度額
１団体あたり１年間の奨励金額を２００万円までとする。
６　事業の流れ



７　申請期間

　　奨励金の支給を受けようとする団体等は、支給申請書（様式第１号）等必要な書類を、大会等の実施予定日から７日前までに知事に提出しなければならない。
８　申請方法等

（１）申請方法
　　　・奨励金支給申請書（様式１号）と必要な書類（①大会等の実施内容に関する資料、②審査委員名簿、③大会等の審査基準に関する資料、④大会等に係る経費に関する資料、⑤団体等の事業内容に関する資料、⑥代表者の印鑑証明、⑦都税の納税状況が証明できる資料、⑧誓約書等）を用意して、以下の場所に提出すること。
・代理人が提出される場合は、上記に加え委任状（参考様式）を提出すること。
（２）受付時間
　　　平日の午前９時００分から正午まで、午後１時００分から午後５時３０分まで。
（３）申請受付場所

　　　東京都産業労働局　雇用就業部　能力開発課　技能評価担当
　　　東京都新宿区西新宿２－８－１　都庁第一本庁舎２１階北側

　　　電話：０３（５３２０）４７１７

９　注意事項
（１）申請に関しての注意事項
1 提出された書類は返還しない。

2 審査の必要に応じ、募集要項に記載のない書類についても提出を求める場合がある。

3 審査の結果や都の予算額によって、支給決定がされないことがある。また、予算の範囲を超えた場合は、年度中であっても受付を終了することがある。
4 奨励金に関する各様式へは印鑑登録した印を押印すること。
（２）支給決定後の注意事項
　　①　実績報告書の提出

・申請した大会等が終了したときには、実施日から２０日以内に実績報告書（様式第３号）と必要な書類（①大会等の参加選手名簿（当日の出欠状況を証明するもの）、②大会実施の収支に関する資料、③大会等のプログラム等）を提出すること。
・代理人が提出される場合は、上記に加え委任状（参考様式）を提出すること。

　　②　奨励金請求書の提出
　　　　支給される奨励金の額が確定した通知が届いたときには、奨励金請求書（様式第５号）と口座振替依頼書を通知があった日から１０日以内に提出すること。

（３）奨励事業終了後の注意事項

1 奨励事業に係る全ての関係書類及び帳簿類は事業の終了した会計年度終了後、５年間保存すること。
2 奨励金の支給を受けた団体等は、団体名、代表者名、住所、電話番号、業種、構成員数、支給年度、奨励金額を公表することがある。
3 団体等の名称、所在地、代表者氏名及び印影、対象事業の変更・中止、奨励金利用の有無の変更があった場合には、変更承認申請書（様式第６号）を速やかに提出すること。

4 支給決定後に、対象事業の変更・中止があり、支給決定を受けた事業がすべて実施できなくなった場合には、変更承認申請書（様式第６号）及び実績報告書（様式第３号）を速やかに提出すること。

（４）個人情報の保護について
都は提出された書類等に含まれる個人情報の取扱いにあたっては、「個人情報の保護に関する法律」「東京都個人情報の保護に関する条例」及びその他の関係法令に基づいて管理する。申請団体等は、提出書類に奨励事業に関係のない個人情報が含まれている場合、必要に応じてその部分を黒塗りする等の対応をすること。
１０　奨励金支給決定の取消し、奨励金の返還

　　以下のいずれかに該当した場合は、奨励金支給決定を取り消すことがある。奨励金支

給決定を取消した場合において、既に当該申請団体に奨励金が支給されている時は、期
限日までに奨励金を返還すること。当該申請団体が奨励金の返還を命じられたときは、
当該奨励金を受領した日から返還までの日数に応じ、当該奨励金の額につき年１０．
９５％の割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付すること。
また、知事が奨励金の返還を命じた場合において、当該申請団体が定められた納期
日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その
未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除
く。）を納付すること。
（１）偽りその他不正の手段により奨励金の支給を受けたとき、又は受けようとしたとき。
（２）奨励金の支給決定の内容又はこれに付した条件、その他法令等に違反したとき。
（３）暴力団等に該当するに至ったとき又は代表者、役員又は事務職員若しくは構成員が
暴力団等に該当するに至ったとき
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